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国際税務 

QI/FATCA/CRS 関連情報 

⽶国財務省及び IRS によるデジタル資産報告規則案の発表 

デロイト トーマツ税理⼠法⼈ US デスク 
2023 年 9 ⽉ 13 ⽇号  

2023 年 8 ⽉ 25 ⽇に⽶国財務省及び⽶国内国歳⼊庁（Internal Revenue Service：以下「IRS」）は、2021 年インフラ投
資・雇⽤法（Infrastructure Investment and Jobs Act）により内国歳⼊法に追加されたデジタル資産報告要件を含む財務省
規則案（[REG-122793-19）（⽶国財務省ウェブサイト（英語、PDF））を発表した。本規則案「Gross Proceeds and Basis 
Reporting by Brokers and Determination of Amount Realized and Basis for Digital Asset Transactions」（デジタル資
産取引のブローカーによる総収⼊額及び調整後税務基準額の報告、並びに実現⾦額及び税務基準額の判定）は、内国歳⼊
法 6045 条を中⼼とした情報報告に関する規則について、証券や他の⾦融商品のブローカーと同様に、デジタル資産取引のブロー
カーにも適⽤させることを⽬的としている。本規則案では、ブローカーの定義や、ブローカーによる新たな様式 1099-DA での報告義務
など、これまで疑問視されてきたデジタル資産に関する様々な問題をカバーしている。

1. 概要
⽶国の納税者はデジタル資産の売却時の利益及び損失を申告する必要があるが、損益の計算は困難で費⽤がかかることが懸念
されている。本規則案では、ブローカーにより、新たな様式 1099-DA を顧客に提供することにより、顧客が税務申告書を作成する
ために必要な情報を⼊⼿できるようにし、デジタル資産の情報報告におけるコンプライアンスの改善を⽬指している。 
2025 年 1 ⽉ 1 ⽇以降、ブローカーによるデジタル資産の売却⼜は交換が発⽣した場合は、その総収⼊額について、様式 1099-
DA によりブローカーから IRS 及び顧客への情報報告が必要となる。なお、様式 1099-DA は現段階では未公表である。 

また、2026 年 1 ⽉ 1 ⽇以降、特定の状況においては、上記の報告に加え、調整後税務基準額（Adjusted Basis）の情報報
告が必要となる。 
本規則案に関するパブリックコメントの期限は 2023 年 10 ⽉ 30 ⽇まで、⽶国連邦政府機関ウェブサイト（サイト上で IRS 及び
REG-122793-19 を指定すること）において書⾯により受け付けている。その後、2023 年 11 ⽉ 7 ⽇に公聴会が予定されている。 

2. ブローカーの定義
デジタル資産について報告義務を有するブローカーは、中央集権型取引所若しくは分散型取引所を通じて事業を⾏うかにかかわら
ず、以下が含まれる： 

 カストディ（ホスト型ウォレット）サービスも提供するデジタル資産取引プラットフォーム
 ⾃⼰管理型取引プラットフォームの事業者（⾃動実⾏契約⼜はプロトコルを通じて取引を⾏うプラットフォームを含む）
 デジタル資産決済代⾏会社
 デジタル資産向けキオスクの事業者及び所有者

なお、以下はブローカーから除外される：
 デジタル資産を対価として受け取る商品⼜はサービスの販売業者
 分散型台帳取引の認証事業を専業として⾏う個⼈や事業体
 ハードウェアの販売事業⼜はソフトウェアの使⽤許諾事業を専業として⾏う個⼈や事業体

https://public-inspection.federalregister.gov/2023-17565.pdf
https://www.regulations.gov/
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従来の内国歳⼊法 6045 条には、複数ブローカーが介在する場合、⼀部の仲介者はブローカーとみなされない例外規則があるが、
デジタル資産取引のブローカーは当該例外に含まれないこととなった。並びに⽶国外債務に関して、顧客ではなくブローカーのステータ
スにより推定ルールが適⽤されることとなった。

3. 報告対象資産
報告対象となる資産には、暗号学的に安全性が保証された分散型台帳（⼜は類似の技術）上に記録された価値のデジタル表
現、特に⾮代替性トークン（Non-Fungible Token：NFT）及びステーブルコインが含まれる。報告対象外の資産には、デジタル
形式の不換通貨（例：インターネット経由でアクセスする、銀⾏⼜は決済代⾏会社の⼝座にある資⾦）、及び閉鎖されたシステ
ムでのみ存在する資産（例：ビデオゲームのトークン）が含まれる。

4. 報告事項
ブローカーは、2025 年 1 ⽉ 1 ⽇以降のデジタル資産の売却若しくは交換に関わる以下の情報を、様式 1099-DA において報告す
ることが義務付けられる。： 

 顧客の⽒名（名称）、住所、納税者番号
 売却されたデジタル資産の名称及び⼝数
 売却⽇時
 総収⼊額（配分可能デジタル資産取引費⽤の減額後）
 売却と関連する取引 ID
 売却と関連するデジタル資産の移管元であるデジタル資産アドレス
 売却がキャッシュ・ストアドバリュー・カード（プリペイドカードなど）で⾏われたか、⼜はサービスないし他の資産との交換であったか
 様式で求められるその他の情報を、様式⼜はインストラクションで義務付けられた⽅法及び部数で提出

また、2026 年 1 ⽉ 1 ⽇以降の Covered Securities（2023 年 1 ⽉ 1 ⽇以降に取得されたデジタル資産が該当する）の売却
については、調整後税務基準額、購⼊⽇時、及び損益が⻑期的であるか短期的であるかも報告する義務がある、とされている。 

おわりに 
本規則案において、デジタル資産取引のブローカーによる報告の導⼊は 2025 年 1 ⽉ 1 ⽇とされているが、実際の導⼊⽇は更に後
となるのではないかと推測する。しかし、規則が整備され、導⼊が決定された場合、報告対象となるブローカーは報告に必要な情報
の追跡、IRS に報告するためのシステムとプロセスの構築等⼤きく影響が及ぶことが予想されるため、引き続き動向に留意していきた
い。 

なお、本規則案は、⽶国の規則案であり、対象となるブローカーは、(1) U.S. Digital Asset Broker1、(2) CFC Digital Asset 
Broker2、(3) Non-U.S. Digital Asset Broker3に区分され、対応事項が異なる。⽇本で活動するデジタル資産取引ブローカーは、
多くの場合(3)に該当し、⽶国内での取引でなければ報告は原則免除されることとなる。ただし、⽶国では昨年 OECＤが公表した
CARF（Crypt-Asset Reporting Framework）の導⼊を予定しており、当該規則案も順次改正され、対象の範囲も拡⼤される
ことが想定される。また、FATCA 制度への組込みの可能性もあることから、⽇本の事業者も今後の動向には注視されたい。 

デロイト トーマツ税理⼠法⼈では、QI、FATCA、CRS、及び⽶国税務に関して専⾨チームを有し、常に最新情報を⼊⼿の上、多数
の⾦融機関にサービスを提供している。今回のニュースレターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でもご不明な点等があれ
ば、ご相談いただきたい。 

Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, 
and it cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any 
governmental taxing authority or agency. 

1 U.S. Digital Asset Broker: CFC（Controlled Foreign Corporation）以外の U.S. Payor ⼜は U.S. Middleman で、他者の為にデジタル資
産を売買する者を指し、⼀般的には⽶国で設⽴された法⼈、パートナーシップ、トラスト、⽶国居住者である個⼈等の U.S. Person が該当する。 

2 CFC Digital Asset Broker: ⼀般的には U.S. Person が⽀配権を有する⽶国外の事業体で、他者の為にデジタル資産を売買する者。 
3 Non-U.S. Digital Asset Broker：U.S. Person 以外の Payor ⼜は Middleman で、他者の為にデジタル資産を売買する者。 
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過去のニュースレター 
過去に発⾏されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 

お問い合わせ 
⽶国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理⼠法⼈ 東京事務所 US デスク  
パートナー 前⽥ 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 
シニアマネジャー 秋葉 奈緒⼦ naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 
マネジャー ⾼島 憲⼀ kenichi.takashima@tohmatsu.co.jp 
マネジャー 榎本 純⼦ junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 
マネジャー 渡邊 美穂⼦ mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 
マネジャー 近藤 祐美 yumi.kondo@tohmatsu.co.jp 

所在地 〒100-8362  
東京都千代⽥区丸の内三丁⽬ 2 番 3 号 丸の内⼆重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代）
Email tax.cs@tohmatsu.co.jp 
会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 
税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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